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連結計算書類の連結注記表

連 結 注 記 表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数 17社
連結子会社はウチダ・オブ・アメリカCorp.、㈱内田洋行ITソリューションズ、ウチダエスコ㈱、
㈱サンテック他13社であります。

（2）主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社は、内田洋行オフィス設備（上海）有限公司であります。
非連結子会社10社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分相当
額）及び利益剰余金（持分相当額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社数 該当ありません。
（2）持分法を適用した関連会社数 ３社

持分法を適用した関連会社は、㈱陽光他２社であります。
（3）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称等

主要な非連結子会社 内田洋行オフィス設備（上海）有限公司
主要な関連会社 ㈱オーユーシステム
持分法を適用していない非連結子会社10社及び関連会社７社は、それぞれ当期純損益（持分相当
額）及び利益剰余金（持分相当額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しておりま
す。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、ウチダ・オブ・アメリカCorp.他２社を除き連結決算日と一致しております。当
該連結子会社の決算日と連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係る
計算書類を基礎として連結を行っております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等………時価法
以外のもの　　　　　　　　(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)
市場価格のない株式等………移動平均法による原価法

② デリバティブ………………………時価法
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建物及び構築物 ３年～50年
工具、器具及び備品 ２年～20年

③ 棚卸資産
商品及び製品……………………主として移動平均法による原価法

(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定)

仕掛品……………………………主として個別法による原価法
原材料及び貯蔵品………………主として最終仕入原価法による原価法

(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定)

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）……定額法
2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物…………定額法
上記以外の有形固定資産 …………………………………………主として定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く） ………………………………定額法
ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と見込販売有効
期間（主として２年）に基づく均等償却額とのいずれか大きい金額を計上しております。また、
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権及
び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 製品保証引当金
主として文部科学省「GIGAスクール構想」案件の品質保証による将来の支出に備えるため、過
去の事例や対応実績に基づいて算出した発生見込額を計上しております。

③ 賞与引当金
従業員に支給する賞与の当連結会計年度負担分について、支給見込額基準により計上しておりま
す。

④ 工事損失引当金
工事契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注案件のうち、損失の発
生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計
上しております。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年～12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度について
は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近
の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。

（5）在外子会社等の計算書類項目の本邦通貨への換算の基準
在外子会社等の資産及び負債ならびに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は「純資産の部」における「為替換算調整勘定」として計上しております。

（6）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
当社及び連結子会社は、公共関連事業分野、オフィス関連事業分野、情報関連事業分野の３事業分
野にわたり幅広い事業活動を展開しており、主に国内の顧客に向け、多種多様な製品、商品及びサ
ービスを提供しております。

① 商品及び製品の販売に関する収益認識
商品及び製品の販売については、財又は財に紐づけられるサービスに対する支配が主として一時
点で顧客に移転します。商品及び製品の販売は、その大部分が日本国内からの出荷取引によるも
のであり、出荷から着荷までの期間が短いことから、顧客に対して商品及び製品を出荷した時に
収益を認識しております。
また、商品及び製品の販売に紐づき一定規模の搬入・据付・組立等のサービスの提供が発生する
場合には、主に各財及び各サービスの全てを一体の履行義務として認識し、顧客の検収行為等に
より支配が顧客に移転した時に収益を認識しております。

② 工事契約等に基づく収益認識
工事契約等の各種請負契約に基づく収益認識においては、顧客の検収行為により支配が顧客に移
転した時に収益を認識しております。
ただし、工事等の部分の金額が一定金額以上でかつ、予定工期が一定期間を超える案件におい
て、財又はサービスに対する支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、財又はサービス
を顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定期間にわたり収益を認識しております。履
行義務の充足に係る進捗度の測定は、主に各報告期間の期末日までに発生した実際原価が、予想
される総原価の合計に占める割合に基づいて行っております。
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③ 運用支援、保守、システム利用料等に関する収益認識
ICTシステム等の運用支援サービス、保守サポートサービス、システム利用料等の収益認識にお
いて、主に財又はサービスに対する支配が一定期間にわたり顧客に移転する場合には、財又はサ
ービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定期間にわたり収益を認識しておりま
す。この場合の履行義務の充足に係る進捗度の測定は、契約期間の経過に基づいて行っておりま
す。
また、財又はサービスに対する支配が一時点で顧客に移転する場合には、顧客の検収行為により
支配が顧客に移転した時に収益を認識しております。

取引の対価は履行義務の充足前に前受金として受領する場合を除き、履行義務を充足してから概ね
１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。また、顧客と約束した対価に変
動対価が含まれる重要な取引はありません。顧客との契約は、通常単一の履行義務から構成されて
おりますが、複数の履行義務から構成されている場合には、財又はサービスの独立販売価格の比率
に基づき、それぞれの履行義務に取引価格を配分しております。

（7）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しておりま
す。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段として、金利スワップ取引を行っており、借入金に係る金利変動リスクをヘッジ対象
としております。

③ ヘッジ方針
金利スワップ取引は実需の範囲内で行っており、投機的取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しており
ます。

（8）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、原則として発生時以降５年間で均等償却しております。ただし、金額が
僅少なものは発生年度において全額償却しております。
なお、持分法適用会社についても、これに準じて処理しております。

（9）その他連結計算書類作成のための重要な事項
関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
譲渡制限付株式報酬制度

当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当社の取締役に支給した報酬等については、対象勤務
期間にわたって費用処理しております。
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（重要な会計上の見積り）
（製品保証引当金）

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
製品保証引当金（流動負債） 　 549百万円
製品保証引当金（固定負債） 1,106百万円

（2）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法、算出に用いた主要な仮定

主として文部科学省「GIGAスクール構想」案件の品質保証による将来の支出に備えるため、過去
の事例や対応実績等に基づいて算出した発生見込額を計上しております。
品質保証による将来の支出の内容は、主として顧客からの問合せに対応する費用（以下、問合せ対
応費用）、障害発生時に問題箇所の一次切り分けに要する費用（以下、障害一次切り分け費用）、
稼動後に判明した今後の対応を予定している障害対応費用（以下、障害対応費用）であります。
品質保証による将来の支出は、過去の事例や対応実績等を基礎に、将来発生する費用を見積り、算
定しております。
具体的には、問合せ対応費用は、過去の問合せ対応工数を基礎に、将来発生する作業費用を算定し
ております。障害一次切り分け費用及び障害対応費用は、①将来予想される工数に②工数当たりの
単価を乗じて算定しております。

②翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
将来の発生見込額は、主に過去の事例や対応実績を基礎に将来予想される問合せ対応費用、障害一
次切り分け費用及び障害対応費用等を合理的に算出しておりますが、実際の発生金額と乖離が生じ
る可能性があります。
その場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において製品保証引当金を計上する金額に重要な影
響を与える可能性があります。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連
結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。これに
よる、連結計算書類への影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微であ
ります。
収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示し
ていた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表
示、また、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示す
ることといたしました。
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1. 有形固定資産減価償却累計額 19,550百万円
2. 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 1,933百万円
3. 担保に供している資産

受取手形及び売掛金 189百万円
同上に対する債務

支払手形及び買掛金 193百万円
4. 受取手形割引高 118百万円

普通株式 10,419,371株

株式の種類 当連結会計年度期首
株　式　数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株　式　数

普通株式 614,032 ー 24,654 589,378

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基　準　日 効力発生日

2021年10月16日
定時株主総会 普通株式 1,373百万円 140円 2021年７月20日 2021年10月19日

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、連結計算書
類に与える影響はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記
を行うことといたしました。

（表示方法の変更）
（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含めていた「未払金」は、金額的重要性が増したた
め、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

連結貸借対照表に関する注記

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

2. 自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

（注）自己株式の減少株式数24,654株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。
3. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（注）１株当たり配当額には、特別配当50円が含まれております。
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決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基　準　日 効力発生日

2022年10月15日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,376百万円 140円 2022年７月20日 2022年10月18日

4. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針
当社グループは、必要な資金については銀行借入れにより調達しております。また、一時的な余資
については安全性の高い金融資産で運用しております。
デリバティブについては、為替変動リスクや金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取
引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し
ては、与信管理規程に従い、取引開始時に信用調査を行うとともに取引先ごとの与信限度額を設定
し、月次で取引先ごとの期日管理と残高管理を行っております。さらに、要注意の取引先について
は、信用状況を定期的に把握する体制としております。また、受取手形及び売掛金の一部には外貨
建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、社内規程に従い、必要に応じて先物
為替予約を利用してリスクをヘッジしております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の
株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を
勘案して、保有状況を継続的に見直しております。
長期貸付金は、信用リスクに晒されておりますが、主に持分法適用会社に対するものであり、担保
を設定しております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払金は、１年以内の支払期日のものであり
ます。また、その一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、社内
規程に従い、必要に応じて先物為替予約を利用してリスクをヘッジしております。
また、支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払金、借入金については、支払期日に支払いを実行
できなくなる流動性リスクに晒されておりますが、各部署からの報告に基づき経理部が月次で資金
繰計画を作成、更新することにより管理する体制としております。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係
る資金調達であります。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とした
先物為替予約取引、長期借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワ
ップ取引であります。また、デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規
程に従って行っており、その利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度の高い国内
の金融機関とのみ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ
ッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等については、「連結計算書類の作成のための基本となる重
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連結計算書類の連結注記表

連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
（1）投資有価証券

その他有価証券 8,478 8,478 －
（2）長期貸付金 578 578 －

資産計 9,056 9,056 －
（3）長期借入金 100 97 △2

負債計 100 97 △2
デリバティブ取引 37 37 －

区　分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 708
関係会社株式 1,933
合　計 2,641

要な事項に関する注記等　４．会計方針に関する事項　（7）重要なヘッジ会計の方法」をご参照
ください。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要素を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用すること
により、当該価額が変動することもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2022年７月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

（単位：百万円）

（※１）現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、有価証券、支払手形及び買掛金、電子記録債
務、未払金、短期借入金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似するものであることから、
記載を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借
対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

－ 8 －
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区分
時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 8,380 － － 8,380
　　債券（公社債） － 97 － 97

資産計 8,380 97 － 8,478
デリバティブ取引 － 37 － 37

区分
時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計
長期貸付金 － 578 － 578

資産計 － 578 － 578
長期借入金 － 97 － 97

負債計 － 97 － 97

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
(1）投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。債券は、主にスワップレート等を
基に償還までの将来キャッシュ・フローを割り引いた現在価値により算定された金融機関
から提示された価格を時価としており、レベル２の時価に分類しております。

(2）デリバティブ取引
為替予約の時価については、為替レート等の観察可能なインプットに基づいて算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

(3）長期貸付金
長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付けを行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

(4）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント
その他
（注）

合計公共
関連事業

オフィス
関連事業

情報
関連事業

計

一時点で移転される財 65,529 47,559 90,439 203,527 861 204,388
一定の期間にわたり移転される財 9,218 834 7,247 17,300 72 17,373
顧客との契約から生じる収益 74,747 48,394 97,687 220,828 933 221,762
その他の収益 － － － － 93 93
外部顧客への売上高 74,747 48,394 97,687 220,828 1,027 221,856

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 39,419
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 45,458
契約資産（期首残高） 1,144
契約資産（期末残高） 1,144
契約負債（期首残高） 11,789
契約負債（期末残高） 10,855

収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

(注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育研修事業、人材派遣事
業、不動産賃貸事業等を含んでおります。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記等　４．会計方針に関する事項　（6）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

3. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係ならびに当連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及
び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等
（単位：百万円）

契約資産は、請負契約について報告期間の末日時点での進捗度に基づいて測定した履行義務の充足
部分と交換に受け取る対価に対する権利のうち、債権を除いたものです。契約資産は、対価に対す
る当社の権利が当該対価の支払期限が到来する前に時の経過だけが要求される無条件な状態となっ
た時点で債権に振替えられます。
契約負債は、顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は収益の認識に伴い取崩され
ます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、5,206
百万円であります。また、当連結会計年度における契約負債の増減は、前受金の受取り（契約負債
の増加）と、収益認識（同、減少）により生じたものであります。
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当連結会計年度
１年以内 7,752
１年超２年以内 4,549
２年超３年以内 3,331
３年超 2,650
合計 18,284

1. １株当たり純資産額 4,651円01銭
2. １株当たり当期純利益 455円87銭

過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主
に、取引価格の変動）の額に重要性はありません。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用
し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。残存履
行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
記載すべき事項はありません。

企業結合に関する注記
（共通支配下の取引等）
（公開買付けによる株式の取得等について）

当社は、2021年12月３日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるウチダエスコ株式会社を当社の
完全子会社とすることを目的として、同社の普通株式を金融商品取引法による公開買付けにより取得すること
を決議し、当該公開買付けは、2022年１月24日をもって終了しております。
その後、当社の連結子会社であるウチダエスコ株式会社は、2022年４月26日開催の臨時株主総会の決議に基
づき、2022年５月31日を効力発生日として、株式併合（399,439株を１株に併合）を行っております。この
株式併合により生じた１株に満たない端数について会社法第235条第2項の準用する同法第234条第２項の規
定に基づき、裁判所の許可を得て公開買付者である当社が取得し、ウチダエスコ株式会社を完全子会社として
おります。
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取得の対価 現金 8,313百万円
取得原価 8,313百万円

１．取引の概要
（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　：　ウチダエスコ株式会社
事業の内容　　　　　：　ICTサービス事業、オフィスシステム事業、
　　　　　　　　　　　　ソリューションサービス事業

（2）企業結合日
株式公開買付けによる取得　　　　　 2022年１月28日（みなし取得日　2022年１月21日）
会社法第234条第２項に基づく取得　 2022年７月11日（みなし取得日　2022年４月21日）

（3）企業結合の法的形式
現金を対価とした株式取得

（4）結合後企業の名称
変更はありません。

（5）追加取得後の子会社株式の株券等所有割合
企業結合前の株券等所有割合　　　　　　　　　　　　　　44.01％（間接所有分を含む）
株式公開買付け後の株券等所有割合　　　　　　　　　　　89.53％
会社法第234条第２項に基づく取得後の株券等所有割合　 100.00%

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び
事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、
共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３．追加取得した子会社株式の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
（会社法第234条第２項に基づく取得分を含む）

４．非支配株主との取引に係る持分の変動に関する事項
（1）資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得
（2）非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

3,584百万円
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建物 ６年～50年
工具、器具及び備品 ２年～20年

個 別 注 記 表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定)

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
2. デリバティブの評価基準及び評価方法…時価法
3. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品………………………………………移動平均法による原価法
(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定)

仕掛品……………………………………個別法による原価法
4. 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）
1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く） …………定額法
2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物 ………………定額法
上記以外の有形固定資産 …………………………………………………定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

（2）無形固定資産（リース資産を除く） ………………………………………定額法
ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と見込販売有効期
間（２年）に基づく均等償却額とのいずれか大きい金額を計上しております。また、自社利用のソ
フトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

5. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生
債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）製品保証引当金
主として文部科学省「GIGAスクール構想」案件の品質保証による将来の支出に備えるため、過去
の事例や対応実績等に基づいて算出した発生見込額を計上しております。
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（3）賞与引当金
従業員に支給する賞与の当事業年度負担分について、支給見込額基準により計上しております。

（4）工事損失引当金
工事契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注案件のうち、損失の発生が見
込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上してお
ります。

（5）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により、それぞれ発生年度の翌事業年度から費用処理しております。

6. 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時
点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
当社は、公共関連事業分野、オフィス関連事業分野、情報関連事業分野の３事業分野にわたり幅広い事
業活動を展開しており、国内の顧客に向け、多種多様な製品、商品及びサービスを提供しております。

（1）商品及び製品の販売に関する収益認識
商品及び製品の販売については、財又は財に紐づけられるサービスに対する支配が主として一時点
で顧客に移転します。商品及び製品の販売は、その大部分が日本国内からの出荷取引によるもので
あり、出荷から着荷までの期間が短いことから、顧客に対して商品及び製品を出荷した時に収益を
認識しております。
また、商品及び製品の販売に紐づき一定規模の搬入・据付・組立等のサービスの提供が発生する場
合には、主に各財及び各サービスの全てを一体の履行義務として認識し、顧客の検収行為により支
配が顧客に移転した時に収益を認識しております。

（2）工事契約等に基づく収益認識
工事契約等の各種請負契約に基づく収益認識においては、顧客の検収行為により支配が顧客に移転
した時に収益を認識しております。
ただし、工事等の部分の金額が一定金額以上でかつ、予定工期が一定期間を超える案件において、
財又はサービスに対する支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客
に移転する履行義務を充足するにつれて、一定期間にわたり収益を認識しております。履行義務の
充足に係る進捗度の測定は、主に各報告期間の期末日までに発生した実際原価が、予想される総原
価の合計に占める割合に基づいて行っております。

（3）運用支援、保守、システム利用料等に関する収益認識
ICTシステム等の運用支援サービス、保守サポートサービス、システム利用料等の収益認識におい
て、主に財又はサービスに対する支配が一定期間にわたり顧客に移転する場合には、財又はサービ
スを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定期間にわたり収益を認識しております。こ
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の場合の履行義務の充足に係る進捗度の測定は、契約期間の経過に基づいて行っております。
また、財又はサービスに対する支配が一時点で顧客に移転する場合には、顧客の検収行為により支
配が顧客に移転した時に収益を認識しております。

取引の対価は履行義務の充足前に前受金として受領する場合を除き、履行義務を充足してから概ね１年
以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。また、顧客と約束した対価に変動対価が
含まれる重要な取引はありません。顧客との契約は、通常単一の履行義務から構成されておりますが、
複数の履行義務から構成されている場合には、財又はサービスの独立販売価格の比率に基づき、それぞ
れの履行義務に取引価格を配分しております。

7. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段として、金利スワップ取引を行っており、借入金に係る金利変動リスクをヘッジ対象と
しております。

（3）ヘッジ方針
金利スワップ取引は実需の範囲内で行っており、投機的取引は行わない方針であります。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しておりま
す。

8. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっており
ます。

（2）関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
譲渡制限付株式報酬制度

当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当社の取締役に支給した報酬等については、対象勤務期
間にわたって費用処理しております。
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（重要な会計上の見積り）
（製品保証引当金）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
製品保証引当金（流動負債） 　549百万円
製品保証引当金（固定負債） 1,106百万円

（2）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法、算出に用いた主要な仮定

主として文部科学省「GIGAスクール構想」案件の品質保証による将来の支出に備えるため、過去
の事例や対応実績等に基づいて算出した発生見込額を計上しております。
品質保証による将来の支出の内容は、主として顧客からの問合せに対応する費用（以下、問合せ対
応費用）、障害発生時に問題箇所の一次切り分けに要する費用（以下、障害一次切り分け費用）、
稼動後に判明した今後の対応を予定している障害対応費用（以下、障害対応費用）であります。
品質保証による将来の支出は、過去の事例や対応実績等を基礎に、将来発生する費用を見積り、算
定しております。
具体的には、問合せ対応費用は、過去の問合せ対応工数を基礎に、将来発生する作業費用を算定し
ております。障害一次切り分け費用及び障害対応費用は、①将来予想される工数に②工数当たりの
単価を乗じて算定しております。

②翌事業年度の計算書類に与える影響
将来の発生見込額は、主に過去の事例や対応実績を基礎に将来予想される問合せ対応費用、障害一
次切り分け費用及び障害対応費用等を合理的に算出しておりますが、実際の発生金額と乖離が生じ
る可能性があります。
その場合、翌事業年度以降の計算書類において製品保証引当金を計上する金額に重要な影響を与え
る可能性があります。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
収益認識基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ておりますが、当事業年度の計算書類への影響はありません。また繰越利益剰余金の当期首残高に与える
影響はありません。
収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において「流動資産」に表示していた「受
取手形」及び「売掛金」は、当事業年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示、また、
「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示することといたし
ました。
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1. 関係会社に対する金銭債権または金銭債務（区分掲記除く。）
短期金銭債権 2,614百万円
短期金銭債務 8,103百万円
長期金銭債務 29百万円

2. 有形固定資産減価償却累計額 14,011百万円
3. 債務保証

ウチダスペクトラム㈱（営業債務） 7,563百万円
内田洋行グローバル㈱（営業債務） 12百万円

売上高 13,395百万円
営業費用 33,019百万円
営業取引以外の取引高 4,515百万円

株式の種類 当事業年度期首
株　式　数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株　式　数

普通株式 608,742 ― 24,654 584,088

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書類に与
える影響はありません。

貸借対照表に関する注記

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

（注）自己株式の減少株式数24,654株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。
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繰延税金資産
退職給付引当金 1,478百万円
投資に係る評価減 863百万円
減価償却費 565百万円
減損損失 561百万円
製品保証引当金 506百万円
賞与引当金 352百万円
貸倒引当金 167百万円
商品評価減 82百万円
その他 428百万円

繰延税金資産小計 5,006百万円
評価性引当額 △ 1,671百万円

繰延税金資産合計 3,334百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 1,572百万円
前払年金費用 △ 684百万円
不動産圧縮積立金 △ 528百万円
その他 △ 2百万円

繰延税金負債合計 △ 2,786百万円
繰延税金資産の純額 547百万円

法定実効税率 30.6％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1％
住民税均等割 0.6％
評価性引当額 1.7％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 12.5％
税額控除による影響額 △ 0.4％
その他 △ 0.1％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.0％

税効果会計に関する注記
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
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属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

％ 百万円 百万円

子会社 ウチダエスコ株式会社 所有
直接　100.0

商品の仕入 商品の仕入
(注)１ 6,666

買掛金 572

電子記録債務 1,821

資金の借入
資金の借入
(注)2 5,006 短期借入金 5,006

利息の支払 6 ― ―

子会社 ウチダスペクトラム株式会社 所有
直接　　96.9

商品の仕入 商品の仕入
(注)1 6,651 買掛金 3,060

資金の援助

債務保証
(注)3 7,563 ― ―

貸付金の回収 200 短期貸付金 4,300

利息の受取 7 未収入金 0

子会社 株式会社内田洋行ITソリューションズ
所有

直接　　89.7
間接　　10.3

資金の借入
資金の借入
(注)2 1,313 短期借入金 2,646

利息の支払 13 ― ―

株式の取得
子会社株式
の取得
(注)4

1,135 ― ―

関連当事者との取引に関する注記
1.　子会社及び関連会社

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 商品の仕入等については、市場価格を勘案し交渉のうえ価格を決定しております。

２. 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。また、資金の借入の取引金
額は、貸付の純額を記載しております。

３. ウチダスペクトラム株式会社の仕入取引から生じる債務に関するものであります。
４. グループ内組織再編に伴い、子会社ウチダエスコ株式会社の株式を取得しております。同社の株式

の取得については、2021年12月３日開催の取締役会の決議に基づき、公開買付けの方法により同
社普通株式を１株当たり4,130円で取得しております。
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属性 氏名 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

％ 百万円 百万円

役員 大久保　昇 被所有
直接　　0.36

当社代表取締役
社長

金銭報酬債権の現物
出資に伴う自己株式
の処分(注)

47 ― ―

役員 菊池　政男 被所有
直接　　0.12 当社取締役

金銭報酬債権の現物
出資に伴う自己株式
の処分(注)

21 ― ―

役員 宮村　豊嗣 被所有
直接　　0.13 当社取締役

金銭報酬債権の現物
出資に伴う自己株式
の処分(注)

25 ― ―

役員 林　敏寿 被所有
直接　　0.11 当社取締役

金銭報酬債権の現物
出資に伴う自己株式
の処分(注)

17 ― ―

役員 小柳　諭司 被所有
直接　　0.08 当社取締役

金銭報酬債権の現物
出資に伴う自己株式
の処分(注)

17 ― ―

1. １株当たり純資産額 3,136円49銭
2. １株当たり当期純利益 404円93銭

2.　役員及び個人主要株主等

（注）譲渡制限付株式報酬制度に伴う、自己株式の割当てによるものであります。

収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　収益認識に関する注記」に同一の内容を記載し
ておりますので、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
記載すべき事項はありません。
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